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I はじめに
近年，性犯罪を何度も繰り返す犯罪者の処遇について世界的なレベルで問
題となっている 1)。フランスにおいても性犯罪者ぞ含めた累犯者の処遇が問
題となっていたが，性犯罪を繰り返す再犯者も対象とした，累犯処遇に関す
る2005年 12月12日の法律(以下，累犯処遇法または法とする)2)によって，刑
ヲ3
法・刑事訴訟法が改正された。この法律は， 2004年 12月 18，パスカノレ・
クレマン議員とジエラーノレ・レオナーノレ議員によって国民議会に提案された
法律案討をもとに成立したものであるが，この法律案は， 2004年 7月7日
に公表された再犯者処遇に関する立法委員会の調査報告書の内容をもとに作
成されたものであった。謂査報告書の作成には， 3か月以上の期間にわた
り， 25回に及ぶ意見聴取をもとに，詳細な分析が行われたり。この法律案に
は，携帯型電子監視措寵に関する規定が提案されていたので，この点につい
て， ドミニク・ペノレベン司法大臣は， GPS技術によって，最も危険な犯罪者
を携帯型篭子監視措置に付すという提案の是非を議論し， この措置が施設へ
の収容，出罰の調整処分，開放施設での受刑者の追跡を含む保安処分の代替
として機能しうるか，受刑者の追跡を保障するための権限機関，追跡の管理
またはその費用などの問題について，詳細に検討する必要があると発言し，
司法大臣の提案に基づき，ジャン・ピエーノレ・ラファラン首相は， JliJに服した
最も危険な犯罪者への携犠可能な電子監視措置に関して検討し提案すること
が命じられた5)。首相から委託された議題のテーマは，①携帯型電子監視
措置の対象となりうる人物の特定，②この措置の法的手続及び追跡の方法
の定義，③装置の実行可能性と信頼性，④外国で適用されている同様の装
置の機能的研究，⑤この装置の運用にかかる費用の算定，であった6)。
この法律制定の背景には，政府によって進められてきた治安対策によって
犯罪が減少しているのに対して，粗暴犯のみ増加が見られるという逆説的な
現象に対応し， これまで推進してきた治安対策について，累犯者の処遇に焦
点を当てて，再度の犯罪を阻止するという意思表明があったと考えられる。
これまので刑事手続の流れの各段階で，委員会が指摘した開題点がいくつ
かある。①判決言渡しの段階で，被告人の犯罪控，特に，犯罪記録への登
録期間を十分に認識せず，無意味で、盲目的な重罰が言い渡されている。この
ような状況では，担当裁判官が被告人の犯罪援を確認することができないか
ら，再犯者であることの考慮を保障することができない。③短期自由刑ま
たは社会内処分(刑務所への収駿以外の処分)の場合，判決の執行の段階で司法
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は空転してしまれというのは，判決の宣告とその執行との聞に時間的な潤
摘があくにつれて，受刑者の刑が少なくなるとともに，司法の信頼性が減少
し，再犯者にとって有利な処罰されないという感覚が蔓延することになる。
③収監された受刑者の社会的危険性を過小評価している。受刑者は社会的，
精神的，病的に障害を重ねているのに，矯正行政は収容者自身に対する危険
性(自殺の危険)，看守者及びその他の収容者に対する危険性(暴行される危険)，
施設に対する危険性(逃亡の危検)の評価を優先させ，社会や潜在的な被害者
に対する危険性(再犯の危検)をまったく評価していない。性的犯罪が施設へ
の収容の第 lの原因となっている状況では，収容者の将来にわたる危険性を
臨蔽することは，心理的治療の提供が不十分であることを付け加えて，重大
な脅威である。④刑罰執行を担当する司法は，開放施設におかれた受刑者
の本当の意味での追跡佐保障してはいない。行部裁判官と開放施設において
処分の執行を担当する機関は，これまでは司法の中で忘れられた存在であっ
た。このような状況では，受刑者の追跡は十分ではないし，収容施設での拘
禁からの面倒見の悪い冷たい開放では再犯につながることにもなる7)。
このような問題点を踏まえて，再犯者をより厳格に処罰すると同時に，再
犯を効果的に予防する， という 2点に重点を置いた再犯者への対策が盛り込
まれた。
本稿では，累犯処遇法の内容について，特に，再犯・累犯の定義規定，
子監視措置8)，社会内司法追跡及び司法監視を中心に紹介し検討を加えたい
と考える。
注
1) 例えば， ドイツの状況については，富津浩一「ドイツにおける性犯罪対策法J捜
査研究564号(1998)70 J[，同「外廓の刑事立法の動向事後的保安監置に関する
新立法動向について」現代那事法7巻 I号 (2005)95 J[参照。アメリカ合衆国の状
況については，藤本哲也「アメリカ合衆国における性犯罪者処遇の務状Jr濃美東洋
先生古稀祝賀記念 犯罪の多角的検討~ (2006) 443頁参照。イギリスの状況につい
ては，守山正「イギリスにおける『子供の安全Jと性犯罪者対策Jr渥美東洋先生古
稀祝賀記念 犯罪の多角的検討~ (2006) 471頁参照。
2) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005 relative au traitement de la recidive des 
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infractions penales， J.O.， 13 decemble 2005， JUSX0407878L なお， この法案の審議
の過程については， http://www.Iegifrance.gouv.fr/h tmI! actualite/ actualite _legislati ve/ 
2005-1549/recidive_infrapenale.htmで詳細を知ることができる。この法律について
紹介，分析した文献として， Recidive: queIIes reponses judiciaires? (premiとrepartie); 
M. Herzog-Evans， Recidive : surveiIIer et punir plutot que prevenir et guerir， P.V. 
Tournier， Peines d'emprisonnement ou peines aIternatives queIle recidive?， M.-J. 
Boulay， QuIle place de la victime dans le processusu de liberation conditionneIIe? 
Contribution de l'APEV au debat sur la recidive， E.Nadjar et P. Lemoussu， Rapport 
Burguin : des propositions en vue d'une meilIeur prevention et de la recidive， Actualite 
Juridique Penal， 2005， pp.305 et s; Recidive : queIIes reponses judiciaires? (deuxieme 
partie); P. Clement， Mieux prevenir la recidive. M. Janas， Le juge de l'application des 
peines : un acteur essentiel pour lutter contre la recidive. J.-L. Senon et C. Manzanera， 
Psychiatrie et justice penal : a ladificile recherche d'un句uilibreentre soigner et 
pumr目 Ph.Laflaquiとre，Un pari sur l'humain， Actualite Juridique Penal (以下， A.J. 
Penalとする)， 2005， pp.345 et s; C. Lazerges， L'electronique au service de la politique 
crimineIle : duplacement sous surveiIIance electronique statique (PSE) au placement 
sous surveiIlance electronique mobile (PSEM)， R.S.C.， 2006， pp.183 et s; J.-F. Seuvic， 
Chronique legisilative， R.S.C.， 2006， pp.352 et s; J.-H. Robert， Les murailIe de silicium 
(commentaire de la loi nO 2005-1549 du 12 decembre 2005 relative au traitement de la 
recidive des infractions penales)， Droit penal， 2006， pp.4 et s. なお， J.-H. Robertの
論文11:&以下には Annexeとして，累犯処遇法の規定が掲載されている。校正の段
階で知りえた文献として，網野光明「フランスにおける再犯紡.u::.策一一性犯罪者等
に対する社会内の司法滋督措霞を中心に一一j レフアレンス 667号 23頁 (2006)が
ある。今回の改正を含んだフランスの再犯防止策を詳細に紹介した研究である。
J.-H. Robert， Commentaire de la loi nO 2005寸549du 12 decembre 2005 relative au 
traitement de la recidive des infractions penales， Juris-c1asseur Procedure penal， App. 
art. 707主763-14: fasc. 20，2006. 
3) Proposition de loi relative au traitement de la recidive des infractions p匂ales，
presentee par Pascal Clement et Gerard Leonard Deputes， http://川町.assemblee-
nationale，fr/12/propositions/pion1961.asp. 
4) ibid. 
5) Rapport au Premier ministre， Le placement sous surveiIlance electronique mobile 
(以下， Rapport Fenechと表記する)， avril 2005， http://間引v.georgesfenech. com / 
intPSME.pdf 
6) Rapport Fenech， p.14. 
7) Proposition de loi relative au traitement de Ia recidive des infractions penales， precit.， 
p.2. 
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8) Csuivi socio-judiciaire)について， suiviという文言は追跡という意味そもつので，
これまで社会的・法約追跡と訳してきた。網野氏の前掲論文では，英訳等合参照し
て f社会内司法監督措援Jと訳されている。 Csuivisocio-judiciaire)の実態を考えれ
ば，社会内司法監餐措箆あるいは社会内司法監視措置と訳するほうが適切であろう。
本穏では， とりあえず， suiviという文言の意味守生かして，社会内司法追跡、と訳出
しておく。
I 累犯，再犯及び、保護観察に関する改正
1 累犯及び再犯の定義
これまで，再犯 (reiteration)については刑法典では定義されてはいなかっ
たが，犯罪の競合(刑法 132司2条以下)と累犯 (recidive)(刑法 132-8条以下)につ
いては法律によって定義されてきた。
累犯は一般的な加重事由とされているが，累犯については，自然人と法人
とに区別されて規定されている。①自然人の累犯の場合，重罪または法律
で 10年の拘禁刑に処せられる軽罪について，既に有罪判決を受けた者が重
罪を犯した場合， この重罪について法律で定める加の上限が 20年または 30
年であるとき，懲役または禁鋼の刑の上限は無期となる。この重罪の加の上
限が 15年の場合は，懲役または禁鋼の刑の上限は 30年となる (132-8条)。
②重罪または法律で 10年の拘禁加に処せられる軽罪について，既lこ有罪判
決を受けた者が，先の刑の満了時または時効完成時から 10年以内に同じ刑
で処罰される軽罪を犯した場合，科せられる拘禁刑または罰金刑の上限は 2
情とする (132-9条l項)。先の刑の満了時または時効完成時から 5年以内に I
年以上 10年未満の拘禁刑で処罰される軽非を犯した場合，科せられる拘禁
刑または罰金fUは2倍とする(l32-9条2環)。③軽罪について，既に有罪判
決な受けた者が，先の刑の満了時または時効完成時から 5年以内に開ーの軽
罪または累犯規定に照らして向ーと看散される軽罪を犯した場合，科せられ
る拘禁刑または罰金刑の上限は 2倍とする (132-10条)。法人の場合は，重罪
97 
または 10万ユーロの罰金刑に処せられる軽罪，軽罪の分類となるが(自然人
の場合の①から③に対応する)，加の上限は 10倍とされる (132…1条乃至 132-15
条)1)。
再犯とは，犯罪の競合と累犯の中間に位置づけられ，学説によって，第2
の犯罪が実行されたときには，第 1の犯罪は磯定判決の対象となっている
が，累犯の条件を充たしていない場合と定義されている2)。たとえば， 2004 
年 1月1日の暴行によって 1月20日に 18月の確定判決を受けた者が， 2005 
年 1月5自に窃盗会犯し 1月30日に懲役2年の確定判決を受けた場合，執
行されるべき刑期は 3年6月となる。この場合，累犯加震はなく，刑の併科
は可能であり，刑の併合は認められないことになる 3)。累抱処遇法3条に
よって，刑法 132-16-7条(法律案提出当時は 132-16-6条)が新設され， これま
で学説で認められてきた再犯の概念が正式に立法化されることになったり。
132-16-7条 l項 重罪または軽罪で既に確定判決そ受けた者が法で、定め
られた累犯の条件を満たさない新たな罪を犯したときには，再抱とす
る。
2項再犯として犯された罪に対して宣告された刑罰は何の制限もな
く，先行する有罪判決の際に確定的に宣告された刑罰と併合されるこ
となし併科される。
再犯とは「重罪または軽罪で確定判決を既に受けた者が累犯の条件には対
応しない新たな罪を犯したとき」と定義され，再犯に適用される刑罰は，先
行する確定判決で宣告された刑罰し刑の併合の可能性はなく，制限なく併
科することができる(132-16-7条)。再犯の定義については特に新しいもので
はなし従来の概念を立法化したものにすぎない5)。
法案の審議の過程で，元老院は， 132-16-7条2項に定める「再犯として
犯された界に対して宣告された刑罰は偲の制限もなく，刑の併合を命令する
可能性もなく，併科される。」という規定を削除した。これは，元老院が，
刑の併科がアメリカ式の馬鹿げた刑の併科に縮ることを心配したからであ
る。しかし，国民議会は再度の審議で，若干の修正を加えて 2項「再犯とし
98 
再犯者処遇に関するプランスの新動向一一再犯者処遇に関する2005年12月12臼法を中心lこ
て犯された罪に対して宣告された刑罰は伺の制限もなく，先行する有罪判決
の際に確定的に宣告された刑罰と併合されることなし併科される。jを追
加し7こ。
7主
1) 累犯に関する解説については， F. Desportes et F. Le Gunehec， Droit penal general， 
13如1eed.， 2006， nO 923 et s， pp.895 et s.を参照。
2) F. Desporte et F. Le Gunehec， op. ciムnO893， pp.871 et s. 
3) F. Desporte et F. Le Gunehec， op.cit.， p.873. 
4) J.-F. Seuvic， op.cit.， p.353; Art. 132-16-7 du Code penal， ed.， 2007， Dolloz (以下，
c.P. prec.とする)， p.225. なお，累犯処遇法の規定については， Loi nO 2005】1549
du 12 decemble 2005 relative au traitement de la recidive des infr♀ctions penales， J.O.， 
13 decemble 2005， JUSX0407878Lに基づき訳出した。
5) J.-F. Seuvic， op. ciι， p.353. 
2 累犯処遇法による改正の概要
累犯の定義についても，累犯処遇法(以下，法とする)によって拡大されて
いるが，以下では，累犯処遇法の具体的な規定針願次，紹介してしぺ。
法 l条によって，刑法 132-16-2条の後に，刑法 132-16-3条と 132-16-4
条が追加される。これにより軽罪の累犯の範閤が拡大された1)。
132-16-3条刑法225-4-1条， 225-4-2条， 225-4-8条， 225-5条乃至 225-
7条及び225-10条に定める人身売買の罪及び売春あっせんの罪は，
累犯に関しては，同一の犯罪と看{故す。
132-16-4条暴行の罪及び暴行という加重事由を伴って犯されたすべて
の罪は，累犯に関しては，時ーの犯罪と看徹す。
刑法 132-16-4条は，類似の犯罪の構成要素にしたがって開ーの犯罪とす
るのではなし暴行という加重事由を理由として，累犯に関して，向ーの犯
罪と肴徹しており，このような立法形式は新しいものである。暴行について
は， これまでは加重事由として規定されてはいなかった。判併によれば，暴
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行には，武器または伺らかの盟体，液体もしくは気体の物体を利用しまたは
利用せず，加えられた殴打だけではなし被害者の身体に接触しなくとも被
害者に与えた精神的衝撃も含まれると定義され，霞名で脅迫を内容とする無
数の手紙を送達する行為，繰り返し音声による侵害を加える行為なども暴行
に含まれる2)。したがって，この規定の適用範囲は非常に広いということが
できる。但し，暴行が加重事由として法律で規定されていなければ， この規
定は適用されない。
法2条によって，刑法 132-16-2条の後に，刑法 132-16-6条が追加され，
刑法442-16条が削除される 3)。
132-16-6条 EUの構成園の部事裁判所によって宣告された有罪判決は，
本款に定める法規に従って，累犯として考躍される。
この規定を適用するためには，現実的lこは，犯罪記録の相互連絡が必要で
あるが，外国の刑罰法規を参照することはできない。なぜなら，関係国がフ
ランス法のように，重罪，軽罪，違警罪の三分類の体系をとっていない場合
もあるからである。したがって， EU内の他国で処罰される行為を，フラン
スで実行されたものとして罪名決定をする必要がある4)。
法3条によって，刑法第 l部第3編第2章第l節第3款・4款は，第4款・
5款となり，第2款の後に，第3款 f再犯の場合に適用される刑罰」が追加
され，刑法 132-16-7条が新設される 5)。
132-16-7条 1項 重罪または軽罪で既に確定判決を受けた者が法で定め
られた累犯の条件を満たさない新たな罪を犯したときには，再犯とす
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る。
2項再犯として犯された界に対して された刑罰は侭の制隈もな
く，先行する有罪判決の際に確定的に宣告された刑罰と併合されるこ
となし併科される。
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法4条によって，刑法 132-24条に第2項が追加される6)。
132-24条 2項言い渡される刑罰の性質，量，範屈は，社会の効果的な
傑護，受刑者への制裁及び被害者の利益L 受前者の社会復帰を促進
し新たな犯罪を予訪する必要性とを両立させる方法によって定めら
れる。
法5条によって，刑法 132-41条 l項， 132-42条 1項・2項が改正される 7)0
132-41条 1項保護観察付き執行猶予は，普通法上の重罪または軽罪に
ついて 5年以下の拘禁荊を雷い渡す有罪判決に対して，適用すること
ができる。〈法律に定める累犯である者には， 10年以下の拘禁刑を雷
い渡すことができる〉。
132-42条 I項 裁判所は， 18か月以上〔なお， 2004年3月9日法により改正さ
れ12か汚となったが， 2006年 12月31B {こ施行されるJ3年以下の範閣内で，
保護観察の期間を定める。〈法律に定める累犯である者には，この期
間は 5年に延長することができる。再度法律に定める累犯であるとわ
かった者には，この期間は 7年まで延長することができる〉。
2項裁判所は，拘禁刑の執行猶予色裁判所の定めるその刑の一部に
ついてのみ適用することを決定することができる。(但し，この刑の
一部は 5年の拘禁刑を超えることはできない〉。
法6条によって，刑法 132…41条が改正され，あらたに第 3項が追加され
7こ8)。
132-41条 3項裁判所は，刑法 132-16条乃至 132-16-4条に定める陪一
または類似の罪に対して 2度の保護観察付き執行猶予判決の対象と
なった者が法律に定める累犯者であるときには，執行猶予判決を
渡すことができる。重罪，故意による暴行の罪，性的暴行または性的
侵害の罪，暴行という加軍事由そ伴って犯された罪については，裁判
所は，時ーのまたは類似の犯罪で保護観葉付き執行猶予判決の対象と
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なった者が法律lこ定める累犯者であるときには，保護観察付き執行猶
予判決を言い渡すことはできない。但し，保護観察付き執行猶予判決
が312-42条2項を適用して言い渡された拘禁刑の一部にのみ適用さ
れるときには， この規定は適用されない。
法7条によって，刑事訴訟法465条の後に，刑事訴訟法465-1条が追加さ
れる9)。
465-1条 1項行為が法簿に定める累犯の状態で犯されたときは，裁判所
は，理由主?付した特別の決定をもって，言い渡された拘禁刑の期間が
何年であれ，被告人に対して勾留状または逮捕状を発することができ
る。
2項刑法 132-16-1条及び 132-16-4条に定める累犯については，裁判
所は，言い渡された刑罰の程度がどのようなものであっても，理由を
付した特別の決定をもって奥なった決定をしないかぎり，公判廷で勾
留状を発する。
法8条により，刑事訴訟法717-1条は改正され， 3項・4項が追加される 10)。
717-1条2項 社会内司法追跡(監視措置)を科せられる犯罪により刑の
言渡しを受けた者は，コンセイユ・デタの審議を経て発せられるデク
レに定める要件の下で，震学的及び心理学的検査を行うことができる
矯正施設において刑の執行を受ける。
717-1条 3項 763-7条の規定ぞ害することなし行刑裁判官は，底師が
治療の対象となりうると評価したときには，前項の規定に基づいて有
罪判決を言い渡された者に，拘禁の期閤において，治療を受けさせる
ことそ提案できる。
717-1条4環保健衛生法L.3711-1条乃至L.3711-3条は，行刑裁判官が
721-1条に定める刑の減軽を認めることを正当化することができるよ
うに，治療を受けた証明書を受刑者に発行することになる受刑者の治
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再犯者処遇に関するフランスの新動向一一再犯者処遇に関する2005年12月12民法を中心に
療を担当する涯師に適用される。
法9条により刑事訴訟法717-3条は改正される 11)。
717-3条I項作業活動及び職業または…般訓練は，受刑者の社会復帰及
び品行方正に関する散候の評価にあたり，考慮される。
717-3条2項矯正施設においては，希望する被叙容者に職業活動，職業
または一般都|練を保証するために，あらゆる措置がとられる。
法 10条により，刑事訴訟法720-1-1条 l項の冒頭に「再犯の著しい危検
が存在する場合をj添いてJという文雷が追加される 12)。
法 11条により，刑事訴訟法720-1-1条に新しい 7項が追加され，旧 7環
は8項となる。なお，この規定は，有罪判決をもたらした行為が実行された
期日にかかわらず，本法が施行された期日において行われている前の中断に
適用される 13)。
720-1-1条7項刑の中断が重罪事件について雷い渡された有罪判決につ
いて命じられるときには，刑の中断の条件が充足されているかを検証
するための底学的鑑定は 6か月ごとに行われなければならない。
法 12条により，刑事訴訟法721条は改正される 14)。
10 P震の「以下のjの後に， 11年未満の刑罰または l年以下の刑罰の
一部lこ対してj という文言を挿入する。
20 1項に以下の文書を補足する。 1但し， 1年以上の刑罰に対して， 1 
月lこ7日間認められる期の減軽の合計は 2か月を超えることはで
きない。j
30 1項に続いて，以下の項(第2項)な挿入する。「受刑者が法律上の
累犯であるときには，部の減軽の期間は，最初の l年は2か月と
計算し， 2年目以降は 1か月と計算する。 l年未満の刑罰または
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1年以下の刑罰の一部については， 1月につき 5日と計算する。 1
年以上の瑞罰については， 1月につき 5自認められる減較の合計
はlか月を超えることはできない。受刑者に対して仮釈放がいつ
から認められるかの日程の決定については，本項の規定は考慮さ
れない。この日程は，第 l項の規定に従って計算された加の減軽
の期間を参賠して決定される。」
40 2項の後に，以下の項&挿入する。「受刑者が法律上の再犯である場
合には，本条第3項に定める取消は， 1年につき最大で 2か月，
l月につき 5自である。」
50 (現)4項について， r第 l項」を f第 l項または第2項jに， r第 2項j
を「第3項Jに変更する。
法 14条によって，刑事訴訟法729条は以下のように改正される 15)。
10 第2項の最後の文節に以下の文言を補足する。 fまたは，受刑者が法
律上の累犯であるときには，20年j
20 最終項(第4項)は以下のように編集する。「無期懲役を苦い渡され
た受刑者は，試験期間は 18年であり，受刑者が法律上の累犯で
あるときには，試験期間は 20年である。」
法 15条によって，刑事訴訟法 729-3条最終項(第2項)に以下の文書を
補足する。 fまたは，法律上の累犯として犯した罪についてはJ16) 
法 16条によって，刑法 132-16-2条の後に，刑法 132-16-5条が追加され
る17)。
132-16-5条法律に定める累犯者であることは，その事実が起訴状に言
及されていないとしても，公判廷において被告人にその事実が告知さ
れ，弁護人が立ち会うことのできる状態にあり，弁護人の意見を闇く
ことができる場合には，判決裁判所が職権により指摘することがで
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再犯者処遇に関するフランスの新動向一一帯犯者処遇に関する2005年12月12日法を中心lこ
きる。
法 17条によって，刑法 132-19条 2噴が改正される18)。
132-19条2項軽罪について，裁判所は，刑の選択につき特に理由を付
した後でなければ，執行猶予を付さない拘禁刑を言い渡すことはでき
ない。(但し，法律に定める累犯者である者には，特に理由を付す必
要はない〉。
注
1) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005 relative au traitement de la recidive des 
infractions penales， J.O.， 13 decemble 2005， JUSX0407878L (以下， Loi nO 2005ω1549 
du 12 decemble 2005と表記する)， p.1; Art. 132-16-3 et art. 132-16-4 du Code penal， 
ed.， 2007， p.224; J.-H. Robert， op. cit.， p.11; J.-F. Seuvic， op. cit.， pp.353 et s 
2) J時H.Robert， op. cit.， p.5. 
3) Loi nO 2005同1549du 12 decemble 2005， p.1 
4) J畑任.Robert， op. cit.， p.5. 
5) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005， p.1; art. 132-16-7 du C.P. prec.， p.225. 
6) ibid.; art. 132-24 du C.P. prec.， p.232 
7) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005， pp.1-2; art. 132-41 al. 1 du c.P. prec.， 
pp.241-242; art. 132-42 al. du c.P. prec.， p.243. 
8) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005， p.2; art. 132-42 al. 3 du c.P. prec.， p.242. 
9) ibid 
10) ibid.; art. 717-1 du Code proc付urepenale， ed 2007， Dalloz (以下， c.P.P. prec.と
する)， pp.1178-1179. 
11) ibid.; art. 717-3 du c.P.P. prec.， p.1180 
12) ibid.; art. 720-1-1 al. 1 du c.P.P. prec.， p.1183. 
13) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005， p.3; art. 720-1-1 al. 7. du c.P.P. prec.， 
p.1l84 
14) ibid.; art. 721 du c.P.P. prec.， pp.1190-1191 
15) Loi 10 2005-1549 du 12 decemble 2005， p.4; art. 729 du C.P.P. prec.， pp‘122-1222 
なお，刑訴法729条2項は以下のように改正される。「別に嫁した期間が未執行の残
刑の期間と同じかまたはこれを超えたときは，刑法 132-23条の適用を留保して，仮
釈放を許可することができる。ただし，受刑者が刑法 132-8条， 132-9条または 132…
10条に定義する累犯である場合には，刑に服した期間が未執行の残刑の期間の 2倍
と同じかまたは己れを走塁えていなければ，仮釈放を許可することができない。本項
105 
別表 法律に定める湾犯となる場合
第1犯罪 第2犯罪 E重罪 第2 10年の拘禁郊で 第2犯罪 経書官犯祭処罰される毅書官
10年以内に再度犯罪を 科せられる刑罰がI年以上の拘
重罪 刑法 132-8条適用 犯した場合，刑法 132- 禁7刊であ与， 5年以内に再度犯
9条適用 罪を犯した場合， 132-9条i盗用
10年の拘禁jflJ 10年以内lこ再度犯鍔を 科せられる刑罰がl年以上の狗
で処罰される 刑法 132-8条遜煎 犯した場合，刑法 132- 禁刑であふ 5年以内に再度犯
事歪害事 9条適用 罪を犯した場合， 132-9条適用
車霊 祭 規定なし 規定なし
5年以内に同ーまたは類似の犯10 
界を犯した場合，刑法 132-
条j虚用
第5級遼警察 規定なし 規定なし 規定なし
第4級遠饗雰 規定なし 規定なし 規定なし
に定める場合において，試験期間は， 15年を，または受刑者が法律上の累犯である
ときには 20年を，超えることができない。」なお，改正前のJflJ訴法 729条について
は，法務大田官房司法法制調査部編『プランス刑事訴訟法典A(法曹会，平成 11年)
290頁参照。
16) ibid.; art. 729-3 al. 2 du C目P.P.prec.， p.1222. なお，刑訴法 729-3条 2項は以下の
ように改正される。 f本条の規定は，未成年者に対して犯された重罪もしくは軽罪ま
たは法律に定める累犯として犯した罪について有罪判決を受けた者には適用されな
い。j
17) ibid.; art. 132-16司5du c.P. prec.， p.224. 
18) ibid.; art. 132-19 al. 2 du C.P. prec.， p.226. 
II 竜子監規措置に関する改正
1 携帯型電子監視措置に関する規定
携帯型電子監規措置に関する規定は，累犯処遇法 19条から 22条までに規
定されている 1)。
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再犯者処遇に関するフランスの新動向 再犯者処遇に演する2005年12f3 12日法を中心に
(A.]. Penal， NO 9/2005， p.314を基に作成)
第2犯雰 第5級選繁罪 第2犯書官 第ヰ級主童警警雰
規定なし 規定なし
規定なし 規定なし
規定なし 規定なし
命令が主主め，再度の犯罪が1年以内に犯されたとき， または，
第5級選警喜界の再犯が軽!JIlとなると法律が規定するときには3 規定なし
年以内に再皮の犯罪を犯した場合，刑法 132-11条適用
規定なし 規定なし
法 19条によって， 131-36-8条の後に，第7款「保安処分としての携帯型
電子監視措置jが追加される2)。
131-36-9条社会内司法追跡は，保安処分として，本款の規定に従って，
同じく携帯型電子監視措置を?含むことができる。
131-36-10条携帯型電子監視措置は， この処分が自由の剥奪が終了した
日から，累犯を予防するために必要不可欠であるときには， 7年以上
の自由刑判決を受け，医学的鑑定によって危険性が認定された成人に
対してのみ命じることができる。
131-36-11条 1項軽界裁判所によって携帯型電子監視措置が命じられた
ときには，特に理由を付した決定の対象とならなければならない。
2環 重罪院によって携帯君主電子監視措置が命じられたときには，刑の
上摂を言い渡すためには刑事訴訟法362条に定める多数決〔注 8票以
上の多数決 控訴震罪院では 10索以上の多数決〕の条件を満たして決定さ
れなければならない。
131-36-12条 1項携帯型電子監視措霊は，受刑者lこ2年間義務づけら
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れ，軽罪の場合には l田，重罪の場合には 2回延長することができ
る。発信機により，フランス国内において，遠隔操作によって，常
時，場所を特定することができる。
2項裁判長は，受刑者の間意なし携帯型電子監視措置を運用するこ
とはないが，義務に反した場合， 131-36-1条3項を適用して言い渡
された拘禁刑が執行されうることを告知する。
131-36-13条携帯型電子監視措置の執行方法は，刑事訴訟法5編 7の3
節において定められる。
法20条によって，刑訴法763-9条の後lこ， 7の3節「保安処分としての
携帯型電子監視措置」が追加される3)。
763-10条 1項釈放の日より I年以上前に， lfU法 131-36-9条乃至 131-36-
12条を適用して，携帯型電子監視措置伝言い渡された者は，その危
険性を評価し新たな罪を犯す危険性をはかるための診察(鑑定)の対
象となる。
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2項 この診察(鑑定)は，刑訴法 763-14条に定めるデクレによって
決定された方法に従い組織された学際的保安処分委員会の意見を確認
した後，行刑裁判官によって実行される。 712-16条の規定は適用さ
れる。
3項 この診察(鑑定)に基づき，行刑裁判官は， 712-6条に定める手
続きに従って，受刑者が携帯型電子監視措置に付される期間を決定す
る。この期間は2年を超えることはできないが，軽罪の場合は l回，
重罪の場合は 2国延長することができる。
4項行刑裁判官は，受刑者の同意なし携帯型電子監視措置を運用す
ることはないが，義務に反した場合，刑法 131-36-1条3項を適用し
い渡された拘禁刑が執行されうることを受刑者に再度説明する。
5項定められた期間満了の 6か月前に，行荊裁判官は，悶ーの手続き
に従って，第3項に定める限度内で携帯型震予監視措置の延長を決定
再犯者処遇に隠するフランスの新動向 再犯者処遇に関する205年12月12日法を中心lこ
する。
6項延長がない場合には，携帯型電子監視措置は終了する。
763-11条携帯型電子監視措置の期間内は，行刑裁判官は，職権により，
検事正の請求または出頭した受刑者の請求，場合によっては，弁護人
を通した請求に基づき，当該措震から生じる義務を補充しまたは削除
することができる。
763-12条 l項携帯型電子監視措置に付された受刑者は，その措置の期
間内は，プランス園内において，遠隔操作によって，常時，場所を特
定することができる発信機を組み込んだ装置を身につけることそ義務
づけられる。
2項 この装置は，遅くとも釈放の 1週間前に，受刑者に取り付けられ
る。
3項用いられる方式は司法大臣によって認可される。その運用は，人
間の尊厳，人の生命及び身体の完全性ぞ保障し，社会復帰を促進しな
ければならない。
763-13条 1項受刑者の場所特定の遠隔操作による監視は，情報，プア
イノレ，自由に関する 1978年 1月6日法の規定に従って運用され，個
人情報〔データ〕の自動処理の対象となる。
2項 重罪または軽罪にかかわる手続に関する捜査において，特に捜査
権眼を有する司法警察員はこの処理におけるデータを調査することが
認められている。
763-14条 l項 国務院(コンセーユ・デタ)のデクレにより，本編を適用
する条件が定められる。特に，このデクレにより， 763-10条に定め
る評価が実施される条件が明確にされる。向様に，デクレにより，
子監視措置の実施に関する，特に， 763-12条に定める装置及び763-13
条に定める自動処理の設計と保守に関する，意思決定の職務とは切り
離しうる技術的な給付を委任することのできる私法上の主体の資格の
条件が明示される。
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2項特に，登録されたデータの保管期開を定める， 763-10条に定め
る自動処理に関するデクレの規定は，情報処理・自由全国委員会の諮
問の後，決定される。
法 21条により，刑訴法 763-3条に以下の項(第4演)が追加される4)。
4項符刑裁判官は，間様に， 763-10条の定める診察(鑑定)を行っ
た後で，受刑者に携帯型電子監視措置を命じることができる。行刑裁
判官は，受刑者の同意なく携帯型電子監視措置は実施されないこと，
義務に反した場合，刑法 131-16-1条 3項を適用して，言い渡された
拘禁刑を執行することができることな，受刑者に告知する。
法 22条により，刑事訴訟法 731条の後に， 731-1条が追加された5)。
731-1条 1項仮釈放の対象となった者は，社会内司法追跡を科せられる
重罪または軽罪で有罪判決を受けた場合，治療命令が合まれた社会内
司法追跡の義務に服さなければならない。
2項 この者[l項で対象となる者〕は，問様に， 763-10条乃至 763-14条
に定める条件及び手I1闘に従って，携帯型電子監視措置に置かれる。
注
1) Loi nO 2005句1549du 12 decemble 2005 relative au traitement de la recidive des 
in仕actionspenales， ).0.， 13 decemble 2005， )USX0407878L， pp. 5-6; j.-H. Robert， 
op. cit.， pp.12-13. 
2) 八rt.131-36-9 a art. 131-36-13 du c.P. prec.， pp.197ーIヲ8.
3) Art目 760-10a art. 763罰14du c.P.P. prec.， pp.1267-1268 
4) Art. 763-3 a1. 4 du c.P.P. prec.， p.1260. 
5) Art. 731-1 du c.P.P. prec.， p.1226. 
2 電子監視措置導入に関するこれまでの状況と
携帯型電子監視措置の導入
フランスでは， 1997年 12丹四日法によって，刑務所における過剰収容
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の問題を解決する目的で，短期自由刑の執行手段として電子監視措置(いわ
ゆる固定裂)が導入された1)。その後，司法の指針とプログラムに関する 2002
年9月9日法によって，その適用範屈が刑事訴訟法 138条 2項に定める司法
監視措置に置かれた者にも適用が拡大された2)。さらに， 2004年 3月9臼の
Perben I法により，判決裁判所が，刑期の終了を控えた収容者に適用され
る恩恵的な三つの措置のーっとして，電子監視措置を言い渡すことができる
ようになっため。
電子監視措置は，指定された人物の蝶または手首につけられたパンドに設
された送信機(電子プレスレツト)，指定の場所に設寵され電話線と霊気配
緯で結ぼれた収納箱に収められた受信機，矯正施設の内部に設置され情報と
通信装備をまとめた監視センター，から構成され実施されている4)。電子監
視措置は，いわば自宅を刑務所とするような形態で実施され，対象となる受
那者は，職業活動を実施している期間，治療を受けている期間のように予め
定められた一定の期聞を除いて，自宅を離れることはできない。受刑者が自
宅に現在しているかが，前記の送信機を通して遠隈監視される。電子監視措
置は，当初は実験的に， リーノレ， アジャン， グルノープノレ，エクス・アン・プ
ロパンスの 4地域で実施に移された5)。その導入以来2005年4月1日まで
に5344件が雷い渡され， 2005年 4月 1日現在で 835件が進行中である6)。
この措置は年々増加の傾向にある。
電子監視措鷺については，ヨーロッパでは， 1994年7月にオランダで補充
刑，自由刑の条件，仮釈放に適用される処分として， 1994年 8月にスクェー
デンで選択刑，仮釈放に適用される処分として導入されてから， 1999年に
はイングランドで刑罰及び仮釈放に適用される処分として， 1999年9月に
はスイスのパーゼノレ州で刑罰の執行手段として， 2000年 10月にはベルギー
で仮釈放に適用される処分として， 2000年 11月にはスペインで仮釈放に適
用される処分として， 2002年 1月にはポルトガノレで、法的監視として， 2002 
年5月にはスコットランドで刑罰，保護観察の条件，治療処分の条件，仮釈
放に適用される処分として，既に導入されている7)。
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電子監視措置導入に対して，プレスレツトが徒刑囚の足棚を想起させる，
非人道的な監視につながる，指定場所は多くの場合自宅となるので私的領域
の侵害となりうる，などという批判が加えられたが8)，現在ではこのような
批判は影を潜め，電子監視措置の効果が強調されるようになった。受刑者を
施設に収容する必要がなくなったので刑務所での有害な影響を避けられるこ
と，家族との関係を維持し職業活動を続けることができることなど，その効
巣は大きいと考えられるようになっている。ただ，電子監視措置の実施の期
間的な問題も指摘されている9)。
電子監視措置の導入によって，刑罰執行の樹脂化がさらに推進されること
になる。対象者は，社会的・家族的な環境を維持しつつ， {国別の環境の中で
執行されることが可能となる。また，行刑裁判官は，受刑者の義務の遵守の
程度に合わせて，措置を緩和し週末に家族的な理由での外出を認めることも
ある。自由を与えて緩和するような刑罰の段階的な執行が可能となること
で，受刑者に対して，裁判官が命じた義務を遵守すれば恩恵が与えられるこ
とを示し，教育的な錨値を与えることにもつながる。現実の社会生活の中で
刑罰の執行を受けることができるので，早期の社会復帰にもつながることに
なる。現実に，数か月間電子監視措置に壌かれた受刑者が課せられた義務を
遵守した場合，仮釈放の恩恵を受けることができる。電子監視措置は終了
し，刑期の満了まで通常の社会内教育的追跡調査の対象となる 10)。
電子監視措置の成功を受けて，その後の技術の進歩により，携帯型電子監
視措聞が新たな形態の出罰として提案されるに至った11)。これまでの電子
監視措置はあらかじめ定められた期間において一体の場所で実施されてきた
が，携帯型電子監視措震では，髄時， どこにおいても実施することが可能と
なる。この携帯型電子監視措置は，刑務所から出所したがまだ危険性が残る
と判断される者を監視する効果的な手段として導入され，これが今回の改正
の主眼であった。
携帯型電子監視措量では，腫または手首にはめる発信機型プレスレツト，
携帯型受信装置，設蜜型受信装置を使い， GPS (全地球測佼システム。現在は，
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合衆国国防省によって管理されている僑震を利用しているが， 2008年または 2009年には
ヨーロッパのガヲレオ衛星が遼用開始される予定である)と GSMを利用して， 10 
メートノレ単位で対象者の場所の特定を行う 12)。従来の龍子監視措霞では，
対象者がいるとされる場所にいるかどうかの確認だけしかできない状況で
あったが，携帯端末による監視では対象者を笑時間で監視することができる
いコンピュータに記録された情報により当該人物の行動を調査することも
できる。例えば，電磁波による信号では感知できない場所で，ある犯罪が実
行された場合，コンピュータには監視されている人物の出入が記録されるの
で，可法警察員はその記録を調査する権限な与えられることになれ有罪の
証拠を提供することができる 13)。
既に，アメリカ合衆国ではフロリダ州で導入されており 14)，スペインで
は導入に向けて検討が開始されている 15)。
固定型の電子監視措置と携帯型の電子監規措置は法的な性質も異なる。固
定型は，半自由や施設外拘置などの自由刑の執行態様の一つで、あるのに対し
て，携帯型はそれ自体，滞在の禁止，有罪判決の公示，社会内司法追跡に続
く新たな刑罰として規定される。携帯型電子監視措置は，社会内司法追跡の
構成要素としての役割と，刑の減軽により釈放される条件である司法監視の
要件としての役割との 2つの僻聞がある。したがって，一種の保安処分とし
て分類されることになろう。但し， この処分は対象者の私生活の秘密ぞ著し
く侵害することになるので，処分の雷漉しと処分の執行は法律によって規定
されたとおり慎重になされなければならない。
注
1) 刑事訴訟法723…7条から 723-14条まで (art.723-7 a art. 723-14 de la c.P.P. prec.， 
pp.1l84-1189)を参照。
2) Rapport Fenech， p.19. 
3) Rapport Fenech， p.19 未遂康之「フランス刑事立法の動向一一 LoiPerben Iにつ
いてJ南山法学29巻2号 (2006)139頁参照。
4) Rapport Fenech， pp.20 et s. なお，フランスにおける電子監視措震を紹介した文
献として，中図書争「フランス刑事司法における電子監視一一刑罰なのか危険な前歴
者の監視なのか一一j近畿大学法学53巻 3・4号29頁以下参照。
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5) ワーノレでは大規模な Loos刑務所， アジャンでは小規模な刑務所， グ、ノレノー プノレ
で半宮出センター，エクス・アン・プロパンスでは Aix-Luynes刑務所において電子
監視箔讃が実施された。詳絡については， Rapport Fenech， pp.21 et s; Ph. Pottier， 
placement sous surveillance electronique et pratiques proたssionnelles，in Poursuivre et 
punir sans emprisonner. Les alternatives主l'incarceration，La Charte， 2006， pp.93 et s 
~参照。
6) R. Revy et A. Kensey， Le placement sous surveillance electronique en France : 
Comment? Qui? Pour quoi? in Poursuivre et punir sans emprisonner. Les alternatives 
a l'incarceration， La Charte， 2006， p.74. 
7) Rapport Fenech， p.28. 
8) Rapport Fenech， p.23; M. Herzog-Evans， Recidive : surveiller et Pllnir plus plutot 
que prevenir et guerir， A.]. Penal， NO 9/2005， p.311 
9) Rapport Fenech， p.24. 
10) Rapport Fenech， pp. 24-25. 
11) Rapport Fenech， pp.29 et s. 
12) ibid.; C.Lazerges， L'electronique al service de la politique criminelle : du placement 
sous surveillance electronique statique (PSE) au placement sous sllrveillance 
electronique mobile (PSEM)， R.S.C.， 2006， pp.183 et s. 
l3) ].-H. Robert， Les muraille de silicilm. Commentaire de la loi nO 2005-1549 dl 12 
decembre 2005 relative au traitement de la recidive des in企actionspenale， Droit penal， 
nO 2， 2006， p.5. 
14) Rapport Fenech， pp.38 et s. 
15) Rapport Fenech， pp.42 et s 
3 携帯型電子監規措置の適用
携帯型電子監視措置の言渡しについては，社会内可法追跡の要素である場
合し行刑裁判官が，今剖の改正によって新たな枠組みとして創設された可
法監視の一形態である場合とに匿別される。
(1 ) 社会内司法追跡の枠内での言渡しの場合
社会内司法追跡、の枠内で言い渡される場合についても，ニ撞類の形態が想
定されている。①判決裁判所によって雷い渡される場合し②社会内司法
追跡の保護観察の修正として，行刑裁判官によって言い渡される場合とに
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区別できる。携帯型電子監視措量は，主飛が社会内司法追跡をともなう 7年
以上の拘禁刑である場合にしか言い渡されない(刑法 131-36-9条， 131ω36-10 
条)1)。
A 判決裁判所によって言い渡される場合
受刑者は危険であると底学的鑑定によって賞告された場合に，判決裁判所
によって携帯型電子監視措置が言い渡されるが，刑法l31-36-10条及びl31-
36-11条に規定される。軽罪裁判所は，当該処分は自由刑の執行が終了した
日から再犯を予防するために必要不可欠であると確認するために，判決に特
別な理由を付さなければならない。重罪院も軽罪裁判所と間様に，この処分
を言い渡すときは判決に特別な理由主?付す必要があるが，震罪院では 12禁
中8票以上の多数決による，控訴重罪院では 15票中 10票の多数決による決
定が必要で、ある。この処分は受7fU者の同意なしには適用されないので， この
処分が言い渡されると産ぐに裁判長は受刑者に対してこの処分に向意するか
否かを尋ねるが，受7fU者が同意しなかった場合，刑法l31-36-1条に定める
社会内司法追跡が執行されなかった場合に適用される刑罰に従って，軽罪
の場合は 3年の，重罪の場合は 7年の拘禁刑が言い渡されるので(刑法 131-
36-12条2項)，受刑者には事実上同意しないという選択の余地はあまりな
。???、、 ， ??
判決裁判所によって携帯型電子監視措置が雷い渡されでも，それが直ぐに
適用されるわけではなし刑事訴訟法 763-10条に定める手続きに従って，
受刑者が再度罪を犯す危険性があることを確認し，学際的保安処分委員会の
意見を求め，行刑裁判官が最終的には弁論の機会全与えたうえで判決の形式
で決定し，受加者の同意を得て， この処分を言い渡すことになる3)。
B 行刑裁判官によって苦い渡される場合
判決裁判所が，携帯型電子監視措置を伴わない社会内司法追跡を言い渡し
たときでも，行刑裁判官は，場合によっては受刑者に対して携帯型電子監視
措置を言い渡すことができる(刑事訴訟法763-3条4項)。判決裁判所での言渡
しの場合と同様に，行刑裁判官は刑訴法 763-10条lこ定める調査をしたよで，
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受刑者の同意を得て， この処分を言い渡すことになる。判決裁判所が決定し
なかったのに，行刑裁判官がこの処分を決定する場合，判決の修正というこ
とになるので，オノレドナンスの形式で決定されるが(刑事訴訟法712-6条3項)，
このような事例はあくまで例外的なものである4)。
(2) 司法監視の形態としての携帯裂電子監視措置
司法監視は，社会内司法追跡と類似しているが，この補充刑である社会内
司法追跡が適用されない受刑者に対して即座に適用される。司法監視として
言い渡される携帯型電子監視措置の適用は， 10年以上の刑期を宣告された
自由刑に適用され，社会内可法追跡を受ける犯罪に対して科せられるの。社
会内司法追跡の枠内で適用されることになるので，詳細は後述する。
注
1) J.-H. Robert， op.αt.， p.8; art. 131山36-9et art 131司36-10dl c.P. prec.， p.197 
2) JωH. Robert， op. cit.， p.8 
3) ibid. 
4) J.-H. Robert， op. cit.， p.8. 
5) J.-H. Robert， op. cit.， p.8. 
補注) なお，携帯製電子皇室主見措置は 2006年8月上旬に試験ケースとして初めて適用
されている。援初は，仮釈放の場合のみに適用されることとなり， リー ノレとカー ン
において笑験が行われている。 A.J.Penal， NO 9， 2006， p.331 詳細は， http://www. 
jllstice.gollve.fr/ ::e参照。
IV 社会内司法追跡及び司法監視に関する改正
1 社会内需法追跡に慢する規定
法 23条により，刑法 221-9-1条が改正され，刑法 224-9条の後に， 224-
10条が追加される 1)。
221-9-1条本章第 1節に定める重罪について有罪とされた自然人は，同
じく， 131-36-1条乃室 131-36-12条に定める態様(手順)に従って，
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社会内司法追跡を科せられる。
224-10条本章第 1節に定める重罪について有罪とされた自然人は，悶
じく， 131-36-1条乃至 131-36-12条lこ定める態様(手順)に従って，
社会内司法追跡を科せられる。
法24条により， 222-48-1条の冒頭は以下のように改正され， 227-31条の
i131-36-8条jは i131-36-13条」に改正される2)。
222-48-1条 「拷問，野蛮行為または 222-23条乃至222-32条の罪につい
て有罪となった者はJ，同じく， 131-36-1条乃至 i131-36-13条」に定
める態様(手順)に従って，社会内可法追跡を科すことができる。
法25条によって，ト刑法322-17条の後lこ， 322-18条が追加された。 I・
322-5条5項の「最高8日間」合「少なくとも 8日間Jに改正する3)。
322-18条 322-6条乃至 322-11条に定める犯罪について有罪とされた自
然人は， 131-36-1条乃至 131-36-13条に定める態様(手I1国)に従っ
て，社会内司法追跡を言い渡されうる。
法26条により，保健衛生法L.3711-4条の後に， L. 3711-4-1条が追加さ
れる 4)。
L.3711-4-1条受刑者の人格が正当化する場合，コーディネーターであ
る毘師は，受刑者に，主治監，あるいは，主治医の代替として，L.
3711-5条に定めるデクレで学位の条件とその任務が詳細に示された
担当心理学者を選択させることができる。主治匿に適用される L
3711-1条乃至L.3711-3条の規定は， L.3711-3条の最終項に定める例
外を除いて，心理学者にも適用される。
法27条により，保健衛生法3711-3条に新たな項が追加される5)。
「この目的のために公認されたときには，主治医は，受刑者に対して，
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少なくとも l年に 1度，受刑者の書面により更新される向意を得て，関
連する医薬品市場への販売の許可がこの適用症の指示に対しては出され
ていないとしても，保健衛生省の省令によってリストが決定され性欲を
抑制することになる霞薬品ぞ利用した治療を行うことができる。J
法28条6)により， 1.刑事訴訟法が改正される。
10刑事訴訟法706-47条に新たな項が追加される。「この規定は，拷閉
または野蛮行為を?ともなう故殺罪または謀殺罪，拷問または野蛮
行為の罪及び法律に定める累犯として犯した故殺罪または諜殺罪
に関する手続きにも適用される。
20 刑事訴訟法 706-53-1 条の前に，第 4 部第 19 編第 2 章~ r性的犯罪
または纂力犯罪の行為者の自動記された国家的法律情報ファイ
ノレ」 とする。
30 706-53-1条の雷頭は以下のように改正する。「性的犯罪または暴力犯
罪の行為者の自動化された国家的法律情報ブアイノレは， (以下，
変更なし)J
40 706-53-5条4項の「この目的でJの文書の後に， r居住地の警察署ま
たは憲兵践にj という文書を追加する。
50 706-53-7条 (30)4項に， r同じく活動または職業の監督のためにJ
を追加する。
60 706-53-7条に以下の環を追加する。 f司法警察員は，この手続きが本
条 2項に定める犯罪の…っと関係がなくとも，検事正または予審
判事の指示のもとまたは許可を得て，現行犯の捜査または予備捜
査の範囲で，警察留置された者の身元確認から情報ファイ/レにあ
たることができる。j
2.犯罪の進化に司法を適用するための 2004年3丹9日法216条Iに，以
下の文雷を補足する。「捜索の範留で，刑事訴訟法78条 1項の規定は適用さ
れる。j
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3.犯罪の進化に可法を適用するための 2004年 3月9日法 216条の規定
は，本条1.10による編集によって，刑事訴訟法 706-47条最終項に定める犯
罪の行為者に適用される。
法 29条により，刑訴法 712-7条lこ新たな項が補足される7)。
「要求があれば，私訴原告人の弁護人は，検察官の論告求刑の前に，自
らの所見を強調するために，行刑裁判所での対審弁論に出席することが
できる。j
また，刑事訴訟法7l2-13条に新たな項が補足される。
「要求があれば，私訴原告人の弁護人は，検察官の論告求刑の前に，自
らの所見を強調するために，行刑裁判所の判決に対する控訴を裁定する
控訴続行刑部での対審弁論に出席することができる。」
注
1) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005 relative au traitem巴ntde la recidive des 
infractions penales， J.O.， 13 decemble 2005， JUSX0407878L (以下， Loi 10 2005-1549 
du 12 decemble 2005と表記する)， p.6. 
2) Loi nO 2005-1549 du 12 decemlラle2005， pp.6-7 
3) ibid. 
4) ibid.; art. L.3711-4-1 du Code de la sante publique， c.P.P. prec.， p.1263. 
5) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005， pp.6-7. 
6) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005， pp.7-8. 
7) Loi nO 2005同1549du 12 decemble 2005. p.8. 
2 司法監視に慢する規定
法 13条によって，刑事訴訟法 723-28条の後に，第 9節を挿入する 1)。
【第9節 重罪または軽罪で有罪判決を受けた危険な人物に対する司法監
視に関する規定}
723-29条社会内司法追跡が科されうる薫罪または軽罪に対して 10年以
上の自由刑が言い渡されたときには，行刑裁判官は，検事正の請求lこ
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基づき，保安処分として，累犯となる明白な危険を防止する自的のた
めに，釈放の日から，刑の減軽の期間またはその恩恵を受け取消決定
の対象となっていない補充的な刑の減軽の期間に棺当する期間，司法
監視に寵〈命令を出すことができる。
723-30条司法監視は以下の義務を含みうる。 1 刑法 132-44条及び
刑法 132-45条 2号， 3号， 8号， 9号， 1号， 12号， 13号， 14号に
定める義務。 2号刑法 131-36-2条(l号， 2号， 3号)及び 131-6-
4条に定める義務。
723-31条 723-29条に言及される累犯の危険は， 712-16条の規定に従
い，行刑裁判官が命じ，受刑者の危険性が明らかになったと結論づけ
られた涯学的鑑定によって確認される。この鑑定は，検事正によって
も命じることができる。
723-32条 1項 712-6条の規定に従い，判決によって，受刑者が釈放され
る前に， 723-29条に定める決定は下される。 723-30条 3号に規定さ
れた義務が予定されるときには，学際的保安処分委員会の意見を得た
よで，決定が下される。 712-6条に定める対審弁論の際には，受刑者
には自らが選任した弁護人または弁護士会が指名した弁護人が必ず立
ち会わなければならない。
2項判決には，受刑者が従わなければならない義務とその期間が明示
されなければならない。
723-33条 1填 司法監視に置かれた受加者は，社会復帰を容易にし諦査
するための扶助と監督の処分の対象となる。
2項受刑者に強制される処分と義務は，行刑裁判官によって運営さ
れ，社会復帰及びプロページョンに関する矯正サービスが行刑裁判官
を援助する。場合によっては，権限を与えられた組織と競合して，運
営される。
723-34条 l項行刑裁判官は， 712-8条に定める手続きに従って出された
オノレドナンスによって，受刑者に強制される義務~修正することがで
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きる。
2項 受刑者が社会復帰したと認められれば， 7l2-6条に定める手続き
に従って出された判決によって，行刑裁判官はこの義務を終了させる
ことができる。
3項 受刑者の行動または人格がそれを正当イちするときには， 723-32 
条 l項の最後の文書によって定められる手続きに従って出された判決
によって，義務の期間を延長することを決定できる。但し，義務の期
間の合計は， 723-29条に定める期聞を超えることはできない。
723-35条 l項受刑者が，課せられた義務及び禁止を遵守しなかったと
きには，行刑裁判官は， 7l2-6条に定める手続きに従って，受刑者に
認められた加の減軽の期間の全部または一部を取り消し，刑務所への
再収容を?命じることができる。 712-17条の規定は適用される。
2項行刑裁判官は，受加者に，刑法 13ト36-4条及び 131-36-12条に
定める処分は受刑者の同意なしには運用されないこと，受刑者が同意
しない場合には，受刑者に認められた刑の減軽の期間の全部または一
部は， 1項を適用して取り消しうることを告知する。
723-36条本節の規定は，社会内司法追跡を言い渡された者または仮釈
放の対象となっている者には適用されない。
723-37条必要に応じて，本節の規定の適用の手続き及び適用条件は，
デクレによって定める。
注
1) Loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005 relative au traitement de la recidive des 
l口氏actionspenales， J.O.， 13decemble 2005， JUSX0407878Lを参照。 Art.723-27 a art. 
723-37 du c.P.P. prec.， pp.1206-1208. 
3 社会内司法追跡及び奇法監視に関する改正の概要
社会内司法追跡は，性犯罪の予防と処罰及び少年の保護に関する 1998年
6月17日法によって導入され，その後， 2004年 3月9日の PerbenI法1)に
121 
より改正され強化された2)。刑法 131-36-1条乃至 131-36-8条，刑事訴訟法
763-1条乃至 763-37条，保健衛生法L.355-33条乃至L.355-37条に規定が
おかれている。社会内司法追跡は，性的犯罪で有罪となった行為者に対し
て，判決裁判所によって言い渡される処分であり，刑務所服役後出所した受
刑者の監視(場合によっては，医学的な側面を含む)と社会復帰を促進すること
を目的としている。社会内司法追跡を言い渡された者は，行刑裁判官の監督
の下で，判決裁判所が言い渡した期間について，再犯を?予防するための監視
または援助という処分に服さなければならない。期間は，軽罪については 10
年，重罪については 20年と定められているが， 2004年の法改正で，特に理
由f:付した決定によって軽罪の場合でも 20年に延長することができる。ま
た， 30年の懲役刑に処せられる重罪については，この期間は 30年であり，
無期懲役に処せられる重罪については，この処分そ対象者の死亡まで無期限
で言い渡すことができる 3)。今回の改正では，従来の基本的な概念は維持し
つつ，適用範簡を拡大し，その内容を補強する一方，新たな類型も作り出し
ている。
(1) 社会内司法追跡を科せられる犯罪の範囲
今回の改正で，社会内司法追跡を科せられる犯罪の範臨が拡大されてい
る。従来は，性犯罪と関係する犯罪類型，例えば，強姦，拷問または野蛮行
為を手段とするかともなった故殺罪または謀殺罪，性的使害の罪，未成年者
の誘惑の罪，未成年者のポルノ(わいせつな)映像の録画，未成年者に対する
暴力的またはポルノの(わいせつな)メッセージの倍達，未成年者に対する性
的侵害などが対象とされてきたが，改正により，生命に対する侵害の罪(刑法
221-9-1条)，略取及び監禁の罪(刑法224-1条乃至225-2条)，拷問及び野蛮行為
の罪(刑法222-48-1条)，爆発物または放火による財産の故意の破壊の罪(刑
法322同 18条)にその適用が拡大されている。したがって，社会内司法追跡を
科せられる犯罪については，改正後はもはや性的犯罪に眼定されてはいな
。???、??
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(2) 社会内司法遺跡の内容
社会内司法迫跡処分の内容として，今国の改正により，携帯型電子監揖措
置が含まれることになったが，治療命令 (injonctionde soins)が重要な役割を
占めている。
まず，主治誌は，受刑者に対して，一般的には「科学的な去勢Jと称され
る性欲を抑制する涯薬品を処方する。主治医は，この法薬品が販売を許可さ
れる詣であっても，投与することができる。この治療を行うに際して，主治
医は，少なくとも l年に l度，書面により更新された患者の同意を得る必要
がある。患者がこの治療を拒否した場合，自動的に処罰されるわけではな
い。主治置はコーディネーターである密部に，治療の実行が難しいことを知
らせることができる。コーディネーターである涯師は，この事実を行刑裁判
官に知らせる権限をもっ。通報そ受けた行刑裁判官は，社会内司法追跡の条
件を遵守しなかったことによる刑事的制裁を発動するか否かを，時措をかけ
て決定する。ただ，社会内司法追跡を科せられた受刑者は必ずしも病人では
ないので，治療の担当者としては，居師のほかに心理学者も認められた。受
刑者に，担当者そ医舗にするか心理学者にするかの選択が認められることに
なる。心理学者は，性欲を"，1JT命日する医薬品の処方以外は，医師と陪様の治療
を行う 5)。
(3) 重罪または軽罪で有罪判決を受けた危険な人物の司法監視
司法監視は刑罰ではないので，刑法に規定されず，刑事訴訟法に関係する
規定が設けられている (723-29条乃至723同37条)。刑事訴訟法723-29条によれ
ば，司法監視は明確に保安処分として分類され，内容的には，社会内司法追
跡と同じである。
社会内司法追跡が導入された 1998年6月17日法が施行される郊に重罪ま
たは軽罪を犯して刑務所に収容されている受刑者に対して，社会内司法追跡
な適用することができないので，司法監規は，事実上，その代替として暫定
的な処分として機能している。したがって，司法監視は， 2005年 12月 12日
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法(累犯処遇法)の施行後，危険性が確認された受刑者に対して即座に適用す
ることができる(法42条)6)。
可法監視は，社会内司法追跡と併科することはできない(刑訴法723-36条)。
但し，受刑者が，累犯処遇法が施行される前に犯した罪で有罪判決を受けて
いるときには，併科が認められる(法41条4項)7)。この背景には，累犯処遇
法の施行後，携帯型電子監視措置が社会内司法追跡に組み込まれるので，施
行前に犯した罪に対しては，社会内司法追跡と司法監視を併科して厳格に処
罰する余地を裁判所に残しておきたかったということが指摘されている8)。
なお， j"立法監視は，累犯処遇法施行以前の重罪または軽罪によって科せら
れた刑罰の那期が終了した後は，適用される必要性はなくなり，携帯型電子
監視措置を含んだ社会内司法追跡によって代替されることになる。ただ，電
子監視措置におかれているか杏かにかかわらず，判決裁判所が社会内司法追
跡喜子言い渡さなかったが，矯正当局と行刑裁判所によって再犯の危険性が疑
われる受刑者ぞ監視するという役割は残される可能性がある9)。
(4) 司法監視を言い渡すための条件
行刑裁判官によって決定された可法霊長規は，刑事訴訟法 723-29条に定め
る基本的な条件の実現を自的としなければならない。まず，司法監視は，危
険性が明らかとなった累犯を予訪する自的のためだけに苦い渡される。ま
た，言い渡された瑞罰は自由刑であり，刑期は 10年以上であり，社会内司
法追跡を言い渡すことのできる重罪または軽罪を対象とする。
累犯の危険性は，監学的鑑定によって検証され，その結論には，受刑者の
危険性を明示しなければならない。行刑裁判官が，受刑者は携帯型電子監視
搭震に服することが望ましいと判断すれば，司法監視を執行する場合と同様
に，学際的保安処分委員会の意見を求めなければならない。形式的には，受
刑者には必ず、弁護人が立会った対審弁論を経た後で出された判決によるが，
職権による場合であってもよい。裁判官は職権で事件を係属することはでき
ず，検事正による請求をまたなければならない。司法監視は，受刑者の出所
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後に言い渡される 10)。
(5) 司法監視の内容と苛法監視にともなう義務を遊守しなかった場合の制裁
司法監視は，内容的に見て社会内司法追跡に類似しており，ただ， この処
分を科せられる対象者への義務と禁止の内容が異なっているに過ぎない。司
法監視において，重要な点は，治療を受けなければならない義務があること
と(刑訴法723-30条2号)，携帯型電子監視措麓にある(刑訴法723-30条3号)。
司法監視は，受刑者の釈放の日から，補足的に減軽された璃期を付加して
(刑訴法721-1条)，減軽された刑期以上の期間にわたって継続される(刑訴法
721条)。減軽される刑期には，内部告発者及び侮梧者に例外的に付与される
刑の減軽の期間は含まれない(刑訴法721-2条)。携帯型電子監視措置が言い
渡された場合，その期間は 2年を超えることはできないが，社会内司法追跡
の要件であるときには，場合によっては，更新は可能である。司法監読によ
る観察は，行刑裁判官のオノレドナンスによって修正可能であり，行刑裁判官
の判決によって中断される可能性もある(刑訴法723-34条)。しかし， その期
間は，司法監視の期間の法定の上限(長期)まで，判決によって延長するこ
とができる 11)。
ただ， r:司法監視は社会内司法追跡と比較して，制度的には劣っている側面
もある。すなわち，司法監視に従わない受刑者に対しては，間法 131-36-1
条に規定される拘禁刑が適用されず，単に，司法監規という保安処分を負わ
せられるにとどまる 12)。
(6) 治療の開始時期
これまで社会内司法追跡を言い渡された受用者は刑務所において治療が開
始されてきたが(刑訴法763-7条)，改正後は，社会内司法追跡念科せられる
罪を犯したと認められたが有罪判決を受けなかった行為者に対しでも，社会
内司法追跡を言い渡すことができるようになった(刑訴法717-1条3項・ 4項)。
これは，刑務所における治療に関する規定(保健衛生法L.3711-1条乃至L.3711-3 
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条)に従って適用される。この治療を受けることによって，刑訴法721-1条
により補充的に刑の減軽を受けることができる。治療を拒否した場合，処罰
されることはないが，社会復帰に向けた真剣な努力をしていないと判断され
る可能性がある 13)。
i 
1) Loi Perben Iについては，米道康之「フランス刑事立法の動向 LoiPerben I 
についてj南山法学29巻2号 123頁参照。
2) 社会内司法追跡の概要については， F. Desportes et F. Le Gunehec， Droit penal 
general， 13とmeed.， nO 846-1 et s， pp.824 et s. 
3) 末道・前掲論文 128貰以下参照。
4) J.-H. Robert， op.αt.， nO 29， p.9 
5) J.-H. Robert， op.αt.， nO 30-31， p.9 
6) Art. 42 du la loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005， p.12司法監視が即時に適潟
されることについて，憲法院は怒法lこは反しないという判断ぞ下している CCons.
const.， dec. nO 2005-527 DC， 8 dec. 2005 : J.O.， 13dec. 2005， p.19162)。
7) Art. 41 al. 4 de la loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005， p.12 
8) J.-H. Robert， op.αt.， nO 34， p.10. 
9) ibid. 
10) J.-H. Robert， op. cit.， nO 35， p.10. 
11) J.-H. Robert， op.cit.， nO 36， p.10. 
12) J.-H. Robert， op. cit.， 10 37， p.lO. 
13) J.-H. Robert， op.cit.， nO 39， p.11. 
V おわりに
近年のヨーロッパにおける刑事政策の現実は，刑務所での過剰収容の問題
を解決するために，刑務所内において自由刑を科すというよりはむしろ刑務
所等の施設に収容せずに処罰するという社会内処分に重点が置かれると問時
に，刑務所を釈放されたがまだ再犯の危険性が残ると判断されるような元受
刑者に対して，釈放後のケアーをいかに効率的に行うのかという問題にも重
点が置かれているといってよいであろう 1)。今回の，累犯処遇法に基づく刑
事法の改正においても，この傾向は明確に京されている。既に， 1998年に
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導入されたいわゆる毘定型電子霊長視措置は，その適用が年々増加し， その効
果も統計によって証明されており 2)，その結果，電子監視措置をさらに進化
させたものとして，携帯型電子監視措置が今回の改正によって導入されるこ
とになった。また，社会内司法追跡の適用範屈は拡大され，社会内司法追跡
を適用できない受刑者に対しては，刑法の時間的適flの問題を解決するため
に，司法監視という保安処分伝設けることによって，再犯の危険性の残る受
刑者を野放しにしないという方針が明確に示されているということができょ
う。すなわち，自由刑を代替する刑罰の種類を増やし，刑罰の儲別化の要請
にこたえることができるような制度を設けると向時に，釈放後も再犯の危険
性が残るような受加者に対しては保安処分として監視を続けることにより，
個々の受刑者に対してより細やかな対応が可能となり，再犯の防止という刑
事政策的な効果も期待できることになるのではなかろうか。
今回の改正によって導入された制度がどのような効果をもたらしうるか
は，今後の運用をまたなければならない。ただ，累犯や再犯を防止し，犯罪
から由民を保護するためには，これまでの政策にとらわれない新しい対策を
讃様的に整備することも必要であろう。その意味では，プランスにおける法
改正に学ぶ意義は大きいと考えられる。
)I 
1) 例えば， Poursuivre et punir sans emprisonner. Les alternatives a l'incarceration， 
sous la direction de R. Levy et X. Lameyre， La Charte 2006を参照。
2) フランスにおける電子監視措援に関する統計については， J.-c. Froment， Le deve-
loppement du placement sous surveillance electronique en France : mobilisation du 
politique et neutralisation ideologique， inPoursuivre et punir sans emprisonner. Les 
alternatives a l'incarceration， 2006， pp. 51 et s; R. Levy et A. Kensey， Le placement sous 
surveillance electronique en France comment? qui? pour quoi乙inPoursuivre et 
punir sans emprisonner. Les alternatives a l'incarceration， 2006， pp. 71 et s; Ph. Pottier， 
Placement sous surveillance electronique et pr且tiquesprofessionnelles， inPoursuivre et 
punir sans emprisonner. Les alternatives a l'incarceration， 2006， pp.91 et s.を参照。
【後記] 本稿は 2006年度南山大学ノtッへ研究奨励金トん2による研究成果であ
る。
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